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平成 24年 3月 6日 

三重県環境森林部 

 

四日市市内山町地内産業廃棄物不適正処理事案に係る 

特定支障除去等事業実施計画(案)の概要 

 

Ⅰ 特定産業廃棄物に起因する支障の除去等を講ずる必要があると認められる事案 

１ 事案の概要 

（１）不適正処理が行われた場所等 

ア 所在地 四日市市内山町字高砂 8810-4 他 

イ 面積／容量：約20,000m2／約 340,000m3  

  内訳 

   ・ 成豊株式会社 最終処分場 約 15,000m2／277,000m3 

（許可面積等： 7,942m2／81,098m3） 

   ・ 有限会社功進 自社処分場 約 3,400m2、約 48,000m3  

      （自社処分場届出面積等： 2,322m2／20,400m3） 

           中間処理施設：約1,300m2、約 15,000m3  

（２）不適正処理を行った者等 

ア 名称 
・成豊株式会社（平成 13 年 7 月株式会社シーマコーポレーションに改称、 

平成 19 年 10 月清算結了） 
・有限会社功進（平成 15 年 10 月清算結了） 

イ 不適正処理に関与した役員等 
・朝岡隆之（不適正処分を行った当時の代表者） 

（３）不適正処理の内容等 

ア 許可品目外の廃棄物（木くず、紙くず）の埋立 
イ 許可面積・容量、届出面積・容量を超える廃棄物の埋立 

 

２ 事案の経緯 

四日市市内山町地内の産業廃棄物安定型最終処分場等において、許可品目外の木く

ず、紙くずの処分や許可容量を超える廃棄物の埋立が行われました。 

県が平成16～17年度に実施した安全性確認調査の結果、廃棄物層内部で高濃度

（5,000ppm）の硫化水素ガス及びメタンガスの発生が判明し、これらの物質による悪

臭や火災発生など、生活環境保全上の支障が生じるおそれがありました。 

このため、原因者に対して措置命令を発出しましたが、着手期限を過ぎても原因者

による措置命令の履行が見込めず、また、依然として高濃度の硫化水素ガス等が発生

していることから、緊急対策として、平成 19 年 2 月、ガスの回収処理等の行政代執

行に着手しました。 
しかし、恒久対策として検討していた雨水浸透防止対策や廃棄物の飛散流出防止対

策等については、一部廃棄物の掘削を伴うことも考えられるため、高濃度の硫化水素
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ガス等が発生している現状では周辺環境への影響等が懸念されたことから実施を留

保しました。 
３ 特定産業廃棄物に起因する支障の除去等事業実施の必要性 

行政代執行に着手したことにより、最大 32,000ppm で検出された硫化水素は

1,000ppmまで低下したものの、現在でも依然として致死濃度レベル（1,000ppm）で推

移しています。 

 また、廃棄物層内部には硫化水素ガスの原因物質である有機物や硫酸イオンが多く

含まれる部分が確認されるとともに、原因の一つである雨水の浸透が防止されていな

いことから、このままガスの回収処理を行ったとしても継続して致死濃度レベルの硫

化水素ガスの発生が予想されます。さらに、メタンガスについても、行政代執行着手

後もほとんど濃度の低下は見られず、３０～６０％程度と高い濃度で推移しています。 

このため、三重県では廃棄物の早期安定化技術の一つであるドライフォグ適用性試

験を実施したところ、硫化水素ガス濃度の低下が確認されたことから、当該技術を活

用することにより、掘削工事等を伴う恒久対策につなげることができると考えられま

した。  

その他、現地では、廃棄物の間隙から周辺へ硫化水素ガスやメタンガスが漏洩する

ことが懸念されるとともに、現場南側及び西側の法面は急勾配となっている部分があ

り、法面の崩落が起きた場合には、廃棄物層に滞留している硫化水素ガス等が漏洩し、

以下のとおり生活環境保全上の支障のおそれがあることから、支障の除去を行う必要

があります。 

（１）有害ガス：有害ガスである硫化水素については、近隣に民家や事業所が存在し、

周辺道路は通学路として利用されていることなどから、低濃度であっ

ても生活環境保全上の支障が発生するおそれがあります。 

（２）悪臭   ：硫化水素ガスが漏洩した場合には、周辺において悪臭による生活環境

保全上の支障が発生するおそれがあります。 

（３）火災   ：メタンガスが漏洩し、空気と混合された状態で、何らかの火源があっ

た場合、火災を引き起こすなど、生活環境保全上の支障が生じるおそ

れがあります。 

 

Ⅱ 特定産業廃棄物に起因する支障の除去等の推進に関する基本的な方向 

１ 技術検討専門委員会における検討 

県は、当該不適正処理事案に関し、支障の除去対策の技術的な調査及び検討を行う

ため、平成23年8月に「四日市市内山事案技術検討専門委員会」を設置し、これまで

２回の委員会を開催して支障除去の基本方針や硫化水素ガス対策工法等について検

討を行いました。 

 

２ 支障除去等の基本的な考え方 

（１）支障除去等の考え方 

   支障除去等の対策は、雨水浸透防止、掘削整形覆土等を実施するなどの抜本的な

支障除去等を行う「恒久対策」の実施を最終目標としますが、現状では、恒久対策

として廃棄物の掘削等の作業を行った場合、硫化水素ガスによる周辺環境への影響
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や作業に危険を伴うことなどが懸念されます。 

また、廃棄物の間隙から周辺へ硫化水素ガスやメタンガスが漏洩することが懸念

されるとともに、現場南側及び西側の法面は急勾配となっている部分があり、法面

の崩落が起きた場合には、廃棄物層に滞留している硫化水素ガス等が漏洩し、①有

害ガス②悪臭③火災発生による生活環境保全上の支障のおそれがあると判断されま

す。  

このため、第１段階として硫化水素ガスの発生を抑制し、第２段階で恒久的な対

策を実施するなど段階的に対策を進めることが必要です。 

（２）生活環境保全上達成すべき目標 

 第１段階の硫化水素ガス対策の目標としては、掘削整形工事を行った場合等に敷

地境界の硫化水素ガス濃度が悪臭防止法に基づく敷地境界基準（0.02ppm）を満足す

ることとします。 

 恒久対策の目標としては、「将来にわたって悪臭防止法に基づく敷地境界基準であ

る0.02ppmを超える硫化水素が観測されず、また、高濃度のメタンガスが滞留して火

災のおそれがない状態が保たれること」とする。「将来にわたって」とは、法面の崩

壊のおそれがなく、廃棄物の間隙等から周辺へ漏洩して悪臭や火災発生等のおそれ

がない状態とします。  

（３）支障除去等の工法検討 

  ア 対策範囲 

  硫化水素ガスの高濃度発生範囲、廃棄物層内の高温（推測）範囲及び有機物の

高濃度範囲の３つを合成し、第１段階の対策範囲として設定しました。 

  イ 工法 

   硫化水素ガス等の発生を抑制するため、廃棄物層内に空気と一緒に酸化剤を霧

状に噴霧する「霧状酸化剤注入法」が現場で効果が確認されているなど最も効果

的で経済的と考えられることから、第1段階の硫化水素ガス対策工法として選定

しました。 

 

Ⅲ 特定産業廃棄物に起因する支障除去等事業の内容に関する事項 

１ 特定支障除去等事業の実施に関する計画 

   対策範囲に井戸を設置し、霧状酸化剤注入による廃棄物中の有機物の分解を行って

硫化水素ガスの発生を抑制します。 

２ 特定支障除去等事業の実施予定期間  

 平成 24 年度 

３ 特定支障除去等事業に要する費用等 

   100,000千円 

 

Ⅳ 特定産業廃棄物の処分を行った者等に対し県が講じた措置及び講じようとする措置

内容 

１ 県が講じた措置 

（１）措置命令の発出 

（株）シーマコーポレーション（旧成豊（株））及び朝岡隆之（当時の代表者）
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に対して、平成18年3月14日に措置命令を発出しました。 

（２）行政代執行に要した費用の徴収 

ア 原因者に対する徴収 

平成22年度末までに県が行った行政代執行の費用の総額は、維持管理に必要な費

用を含めて75,716,178円となっています。 

措置命令を発出した（株）シーマコーポレーション（事業者）及び朝岡隆之（当

時の代表者）のうち、事業者については、平成19年10月3日に清算結了登記を行い、

法人は消滅しています。 

当時の代表者についても費用を支払えるだけの資力はありませんが、強く納付を

要請し、平成21年2月から月々わずかですが分納させています。平成22年度末時点

の納付金額は、130,000円です。 

イ 排出事業者の責任追求 

過去の本県の監視指導資料から把握した排出事業者及び産業廃棄物処理･処分実

績報告書から判明した排出事業者に対して廃棄物処理法第18条に基づき報告徴収を

行いました。 

現在、提出資料の整理を行っており、違法性等が確認された場合には、措置命令

を発出するなど厳しく対応することとしています。 

 

２ 今後講じようとする措置等 

関係者に対しては、次のとおり措置を講じてその責任を追及していきます。 

（１）排出事業者への責任追及 

今後、新たに排出事業者が判明した場合には、廃棄物処理法第18条に基づき報告

徴収を行い、違法性等が確認された場合には、措置命令を発出するなど責任を追及

します。 

（２）費用求償 

原因者に対しては、今後実施する行政代執行に要する費用についても、これまで

に要した費用と合わせ、厳しく求償を行っていきます。 

また、排出事業者など、不適正処分に関与した者の調査を継続して行い、違法な

行為等が確認できた場合は、措置命令の発出や公告に基づく費用求償を行うなど、

厳しく責任追及を行っていきます。 

Ⅴ 県における対応状況の検証、不適正処分の再発防止対策 

 行政対応については、別途、「特定産業廃棄物事案に関する調査検討委員会」で調

査・検討を頂き、平成24年 2月 29日に答申が出されました。 

 

Ⅵ その他特定産業廃棄物に起因する支障除去等の実施に際し配慮すべき事項 

１ 特定支障除去等事業の実施における周辺環境への影響に関する配慮事項 

特定支障除去事業の実施にあたっては、事業実施に伴う周辺環境への影響及び対策

効果を把握し、適切に対応するため、発生ガス及び水質調査等のモニタリングを行い

ます。 

モニタリング調査結果については、四日市市や関係自治会に対し、ホームページや

説明会等を通じて積極的に情報提供に努めるとともに、必要に応じ専門家に助言を求
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める等、適宜モニタリング調査内容の見直しを図ります。 

 

２ 作業安全の確保及び緊急時の連絡体制の整備 

 対策井戸の設置時においては、硫化水素ガスやメタンガスが発生するなど作業者に

悪影響を及ぼすおそれがあるため、作業環境対策等を実施します。 

 

３ 住民の意見等が反映される必要な措置 

これまで関係自治会代表者に対し、行政代執行施設の運転管理状況及び定期モニタ

リングデータを毎月報告しています。 

また、学識経験者等で構成する「四日市市内山事案技術検討専門委員会」を公開で

実施し、委員会の内容をホームページに掲載する等積極的に情報公開を行うとともに、

専門委員と住民との意見交換の場を設けることや現地見学会を開催する等、地元住民

の意見を反映しやすい環境づくりに取り組んできました。 

 今後とも関係者との情報共有を図るため、必要に応じて工事実施状況やモニタリン

グデータ等の情報提供や説明会、現地見学会を実施することとしています。 

 






























































































































































